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 In this research, we compiled Japanese input-output table in which 
R&D expenditures were internalized as intangible capital investment, 
enabling the evaluation on intangible assets as knowledge stock by quantity 
and quality measures. By the process, R&D investment by government as 
well as industry that contribute to static/dynamic total factor productivity 
(TPF) improvement could be observed and coped accordingly to determine the 
production efficiency improvement by industry through industry linkage. 
In Japan Japanese System of National Account (JSNA) was revised to 2008 
UN recommendation of the System of National Accounts at the year 2016, in 
which R&D expenditure by government as well as private sectors were 
internalized as capital investment. By the revision, the total amount of GDP 
in Japan was increased by 3-4% annually in comparison with the old 
estimates. Japanese Input-Output Table is planned to be revised in the 2016 
Table. In this paper we tried to estimate the IO tables during the periods 
1995-2011, in which the R&D expenditures by government and industry are 
capitalized consistently with the new JSNA.   
  





1. 国民経済計算における R&Dの資本化について 



























応年：2009 年 12月）、カナダ（同 2012年 10月）、米国（同 2013年 7月）、韓
国（同 2014年 3 月）、英国（同 2014年 9月予定）の国々について、その状況
の概要を要約すると以下のようになる。   



































き、11 年。カナダは、IT 産業（5 年）、政府（10 年）、医薬品産業（⒛
年）、その他産業（有形固定資産の平均）、米国は、企業部門は、産業別









j. 名目 GDP 押上効果：オーストラリア 1.1-1.6%(1998-99 年度～2007-08
年度)、カナダ 1.2%-1.3%（2007～2008年度）、米国 2.2%-2,5%(2002～





2012年度)、韓国 3.7%(2010年)、英国 1.4%-1.6%(1997～2009年) 
となっている。 
 また、小林（2016）によれば、直近の OECD による各国 R&D 支出総額は、
我が国は 16.7兆円(2013年)、購買力平価換算で、米国が 47.4兆円(2012年)、





年で 19.2兆円、対名目 GDP比で 3.8%増となっており、1990年代の名目 GDP
が横ばいで推移するなかにあって、改訂前の名目 GDP と比較して、2005 年の

























(Handbook on driving capital measures of Intellectual property products(IIP))の準拠す
るものとされている。 


















































































































2 JSNA2008の R&D推計の考え方 
 2.1 R&D産出額の推計 






















  ・中間投入：「科学技術研究調査」の「原材料費」、「リース料」 


























































































































    R&Dの総固定資本形成額 



























































































































































 8221-061 人文科学研究機関（産業）：その産出の 97%が国内他産業への中
間投入、3%の輸出と輸入が記載されている。産出・投入とも自然科学研究機関
（産業）に準じている。 















































































































































































































































































 (表 5)基本表 R&D 部門の科学分野別分類(事例) 
 列部門分類               行部門分類 













ている。（表 5）の右 2行は行部門、左 2行は列部門に対応している。それぞれ
の第２列は、モデル分析用に中分類 95部門に集計した場合の対応を示してい























































































   
 































































（1）企業内情報処理部門の CT推計手順      
① 雇用マトリクスの従業者数による産業内情報化比率の推計   
雇用マトリクスは、基本表の付帯表として作成されているので、今回の 1995-
2011 年の期間では、1995 年、2000 年、及び 2005 年に限られるので、代表例
としてここでは、1995年での推計をとりあげることにする。   
（具体的には、今回、データとして使用したのは、2005年接続表の 1995年、
2000 年、及び 2005 年の雇用マトリクスである。接続表の付帯表としても雇用
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(表 12) 従業者数による産業内情報化比率の推計（1995年雇用マトリクス） 
 





                      (註)作業マニュアル アプライドリサーチ(2016)より転載 
② 構造基本調査を用いた給与ベースでの産業内情報化比率の推計   
雇用マトリクスで産業内（企業内）情報化の担い手を抽出したのは当該産業の
雇用者所得を、情報化の担い手とそれ以外に分割する。    
そのため、人数ベースの産業内情報化比率を給与ベースの産業内情報化比率





































   （表 13）従業者数ベースの産業内情報化比率の給与ベースへの変換 
 





                         (註)作業マニュアル アプライドリサーチ(2016)より転載  
           (表 14)   給与ベースの産業内情報化比率の算出事例 
 
                         (註)作業マニュアル アプライドリサーチ(2016)より転載 






    (表 15)   中間年の産業内情報化比率の推計（1995-2000年） 
 
 





                                (註)作業マニュアル アプライドリサーチ(2016)より転載 














情報処理・提供サービス業とに分割した。 その結果が、表 7－16 である。 
   (表 16) 2005年表の情報サービス部門の分割と乖離度の算定 
 










(表 17) に、1995年の情報サービス業の分割事例を示す。 
 
           (表 17)  2005年表以外の年次表の列部門「情報サービス」の分割事例
（1995年） 
                                   
 
                             (註)作業マニュアル アプライドリサーチ(2016)より転載 
 



















(表 18) 企業内情報処理部門ハギトリ用部品の推計 
 
                                  (註)作業マニュアル アプライドリサーチ(2016)より転載 







（2）企業内情報処理部門・列ベクトルの分離・別掲作業手順   




          (表 19)  企業内情報処理部門の分離・別掲プロセスの事例（1995年） 
 
                                  (註)作業マニュアル アプライドリサーチ(2016)より転載 
 
まず、雇用マトリクスと賃金構造基本調査から推計した、給与ベースの情報化















  6. 結びにかえて 
 研究開発投資や情報処理投資など知識サービスの構築にむけての無形固定資
産の投入とそれらの投資による経済構造の変化を把握するための産業連関表の
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